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ヒアリング報告：今治造船（株）西条工場 
 
町田 俊彦 
 
１ 今治造船（株）と西条工場 
 
（１） 今治造船の３事業所・８造船工場の体制 
 今治造船は 1901 年（明治 34）創業、1942 年（昭和 17）に今治市・越智郡一円の造船所を統
合、株式会社を設立した（表１参照）。本社を愛媛県今治市に置いている。 
造船専業メーカーとして、各種船舶の建造・修繕を行っている。自社の３工場に併せ、今治
市、越智郡、広島県三原市、山口県下松市の造船会社を系列化し、下記の通り３事業所と８造
船工場の体制を敷いている。 
本社 
３事業所…東京支社、関西事務所、アムステルダム事務所 
８造船工場 
自社工場…本社・今治工場、西条工場、丸亀事業本部 
系列工場…幸陽船渠（株）岩城造船（株）、しまなみ造船（株）、（株）新笠戸ドック、 
あいえす造船（株） 
 今治造船グループとしては、瀬戸内に建造ヤードは上記８カ所、建造設備は 11 基を有する。 
製造業では生産拠点を海外に移転し、人件費を中心に製造コストの削減を進める企業が多い。
造船業においても川崎重工は中国の大連に進出し、大企業以外でも広島県福山市の常石造船は
フィリピンのセブ等や中国に進出している。 
労働集約型産業にみえる造船であるが、実は船の総建造コストに占める人件費の比率は約
30％にすぎない。そこで今治造船は生産を国内に特化している。さらに資材品の実に 90％を瀬
戸内の船用機器メーカーから調達している。資材品の国内調達率が韓国で 80％、中国で 40％と
いわれている中で、今治造船グループの域内調達率の高さが際立っている。 
 
（２）西条工場 
 愛媛県西条小浦町に立地する今治造船の主力工場である。工場面積は敷地 170 万㎡、建物 20
万㎡である。西条工場では、1995 年に第１期工事船殻ブロック工場が完成、2000 年に第２期工
事大型船渠（420ｍ×89m）が完成した（表１参照）。西条工場で 1980 年代以降では日本におい
て、25 年ぶりの新設ドックが整備されており、今治工場と併せて、今治造船の積極的な設備投
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資が目につく。構内には世界屈指の規模を誇る 800 トンクレーン３基がそびえる最新鋭工場で
ある。 
 
表１ 今治造船（株）の沿革 
1901 年（明治 34） 創業 
1942 年（昭和 17） 今治市、越智郡一円の造船所を統合、今治造船株式会社の設立 
1958 年（昭和 33） 新鋭今治本社工場設備（６万㎡）完成 
1967 年（昭和 42） 東京事務所を開設（1982 年に東京支社に改組） 
1970 年（昭和 45） 丸亀工場（30 万㎡）建設に着手 
1971 年（昭和 46） 10 万 D/W の建造及び 15 万 D/W 修繕工場完成 
1976 年（昭和 51） 香港代表事務所を開設 
1982 年（昭和 57） 神戸事務所開設、500 隻建造達成 
1983 年（昭和 58） 岩城造船（株）-1971 年設立、愛媛県越智郡上島町-を系列化し、修繕船の強化を図る 
1986 年（昭和 61） 幸陽船渠（株）-1949 年設立、広島県三原市-を系列化し、新造船・修繕船の強化を図る 
1988 年（昭和 63） 三菱重工業（株）との業務提携強化、三菱・今治グループを形成 
1993 年（平成５） （株）新山本造船所を系列化、西条工場建設着手 
1995 年（平成７） 西条工場第１期工事船殻ブロック工場完成、神戸事務所閉鎖・阪神事務所開設 
1997 年（平成９） 1,000 隻の建造を達成 
2000 年（平成 12） 西条工場第２期工事大型船渠完成 
2001 年（平成 13） 西条工場 30 万トン VLCC 竣工 
2002 年（平成 14） LNG 船着手 
2004 年（平成 16） 本社・今治工場新ドック完成 
2005 年（平成 17）
  
渡辺造船（株）を系列化し、しまなみ造船（株）―愛媛県今治市―に社名変更 
新笠戸ドック―1988 年設立、山口県下松市-を系列化 
2008 年（平成 20）
  
（株）ハシゾウと西造船（株）を合併、あいえす造船（株）を設立 
LNG 第１船、竣工、就航 
2010 年（平成 22） 年間 101 隻建造達成 
 
２ 世界の造船市場と日本の造船業 
 
（１） 世界の造船の受注量と竣工量 
 今治造船の売上高等を明らかにする前に、そのフレームワークとなる世界の造船市場の動向
を（社）日本造船工業会「造船関係資料」によりみよう。 
 世界の造船受注量は 2000 年代初頭から中国の高度成長に伴うエネルギ ・ー原材料輸入の急増
などにより、運賃・船価が上昇したことにより、膨張した（グラフ１参照）。2008 年秋のリー
マン・ショックを契機とする世界金融危機・世界同時不況により 2009 年に急減した後、2010
年には回復するが、2006 年の水準には戻っていない。 
 造船の場合、受注量が急増したとしても、製造に時間がかかるため、竣工量に反映するには
タイムラグがある。世界の竣工量は 2010 年までは急増し、急減するのは 2011 年に入ってから
である（グラフ２参照）。 
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出所：（社）日本造船工業会「造船関係資料」2011 年９月号。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：（社）日本造船工業会「造船関係資料」2011 年９月号。 
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（２） 日本の造船業の受注量と竣工量 
 日本は 1990 年代までは受注量と竣工量のいずれでみても、おおむね韓国を上回り世界第１位
であった。2000 年代に入ると、受注量で日本は韓国に抜かれた。特に 2006～2007 年の受注膨
張局面で、韓国の受注急増に加えて、中国が参入したため、日本は減少している。世界の受注
量における日本のシェアは、2005年の 27.5％から 2007年の 12.0％に急落している（表２参照）。
韓国のシェアは 36.0％から 40.0％に上昇し、日本との格差は大幅になった。シェアの上昇が顕
著なのは中国であり、17.7％から 36.2％に高まり、韓国に迫っている。ウォン安・円高基調の
下での韓国メーカーに対する競争力を決定的に低下させた。建造能力を伸ばしている中国は価
 
表２ 世界の造船受注量と竣工量と主要国のシェア 
    2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 
世界合計 60,000  99,600 169,600 88,000 33,600  82,400  
日本 16,502  22,557 20,413 14,733 8,509  11,921  
韓国 21,609  38,109 67,893 34,643 8,522  27,912  
中国 10,621  27,352 61,342 29,112 14,947  36,118  
欧州諸国計 5,868  3,757 3,863 2,050 521  1,584  
受注量 
（千総トン）
その他諸国計 5,400  7,825 16,089 7,462 1,101  4,865  
世界合計 100.0  100.0 100.0 100.0 100.0  100.0  
日本 27.5  22.6 12.0 16.7 25.3  14.5  
韓国 36.0  38.3 40..0 39.4 25.4  33.9  
中国 17.7  27.5 36.2 33.1 44.5  43.8  
欧州諸国計 9.8  3.8 2.3 2.3 1.6  1.9  
受注量 
シェア（％）
その他諸国計 9.0  7.9 9.5 8.5 3.3  5.9  
世界合計 46,970  52,118 57,320 67,690 77,073  96,433  
日本 16,434  18,176 17,525 18,656 18,972  20,218  
韓国 17,689  18,717 20,593 26,379 28,849  31,698  
中国 6,466  7,665 10,553 13,956 21,969  36,437  
欧州諸国計 2,440  3,112 3,956 3,616 2,680  2,955  
竣工量 
（千総トン）
その他諸国計 3,940  4,448 4,693 5,083 4,602  5,125  
世界合計 100.0  100.0 100.0 100.0 100.0  100.0  
日本 35.0  34.9 30.6 27.6 24.6  21.0  
韓国 37.7  35.9 35.9 39.0 37.4  32.9  
中国 13.8  14.7 18.4 20.6 28.5  37.8  
欧州諸国計 5.2  6.0 6.9 5.3 3.5  3.1  
竣工量 
シェア（％）
その他諸国計 8.4  8.5 8.2 7.5 6.0  5.3  
出所：（社）日本造船工業会「造船関係資料」2011 年９月。 
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格競争力を武器に小型ばら積み船などに強い。2008～2010 年の受注量の縮小局面では、日本の
シェアはやや高まり、韓国のシェアが 33.8％まで下落した。中国のシェアは 44％前後まで高ま
り、韓国を抜いて世界第１位となった。 
 世界造船における日本のシェアは、竣工量では 2005 年の 35.0％から 2010 年の 21.0％へ大幅
に低下している。対照的に中国のシェアは 13.8％から 37.8％へ急上昇している。韓国のシェア
は 2008 年まで 36～39％で推移した後、2010 年の 32.9％まで低下している。 
 日本船舶輸出組合が 2011 年 10 月 13 日にまとめた４～９月の輸出船契約実績は受注隻数で
86 隻、前年同期比で約 46％減、308 万総トンで 56％減になっている（「日本経済新聞」2011 年
10 月 14 日付）。金融引締めで海運会社が融資を受けられず世界的に船舶発注量が落ち込んでい
る。厳しい市場条件の下で、日本、韓国、中国の世界の造船３強の中で最も堅調なのは韓国で
あり、ウォン安を背景に需要が伸びているＬＮＧ船を大量受注するなど、今年１～６月のシェ
アは 56％（重量ベース）に達した。円高の影響で日本の造船業は苦境に立たされている。 
 
３ 今治造船の売上と厳しい競争環境への対応 
 
（１） 雇用と売上 
 資本金は９億 7,800 万円である。従業員は 1,054 人であるが、構内協力工場を含むグループ
従業員は約 11,000 人である。 
 売上高は 2007 年３月実績 2,740 億円、2008 年３月実績 3,960 億円、2009 年３月実績 4,772
億円、2010 年３月実績 4,832 億円と最近は順調に拡大してきた。国内では約 23％のシェアを占
める。新造船建造量は日本で第１位、世界で第４位となっている。三菱、日立等の国内他社が
ユニバーサル化する中で、今治造船は専業であり、積極的な設備投資を行ってきたことにより、
新造船建造量は国内他社と比較して２倍以上になっている。 
 
（２） 厳しい競争環境と対応 
 売上高が順調に拡大してきたのは、リーマン・ショック以前は運賃上昇・船価上昇という好
条件の下で受注が旺盛であり、５年分の受注残があったことによる。 
 リーマン・ショック後の世界金融危機・世界同時不況に 2011 年からの円高が加わって、競争
環境は厳しくなりつつある。鋼材価格は 10 年前と比較すると２倍になっている。 
 受注の８割は日本の船主からであるが、海運の世界がドル・ベースで取引される世界なので、
例えば日本郵船からの受注もドル建てである。輸出のみならず、国内販売も円高の影響を受け
るのが造船の特徴である。 
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 原材料などのコスト上昇と円高という競争条件の悪化への対応は、第一に丸亀事業本部を中
心に進めている生産技術の革新である。溶接箇所を少なくすることは、コスト削減と製造期間
の短縮にとって要となる。鋼材は新日鉄大分や神戸製鋼から調達しているが、幅 5.3ｍ（製鉄
所の圧延設備の幅 5.5ｍの限度一杯）×長さ 27ｍという厚板を調達することにより、溶接箇所
が縮小している。船によっては、ドッグに部品をいれてから４週間で完成させることができる。 
 第二は多様な製品展開である。韓国は、技術の優位性を示しており、ＬＮＧ、大型コンテナ
船を製造している。今治造船は、グループ全体で 11 箇所のドックを有している強みを活かして、
１万ｔから 30 万ｔまで、どのような注文にも対応しようとしている。 
 同族企業で株式を公開していない。これまで一貫して黒字経営であり、無借金経営である。 
 
（３） 「今治船主」（愛媛船主） 
 今治の造船業をみる場合に無視できないのが「今治船主」の存在である。 
 2010 年末の船籍別船腹量シェアをみると、パナマが 21.0％で第１位、リベリアが 11.1％で第
２位、香港が 5.8％で第３位となっているが、日本は 1.8％にすぎない（（社）日本造船工業会
「造船関係資料」2011 年９月）。一方、実質船主国籍別シェアでは日本が 14.1％で主座を占め、
ギリシャが 12.6％で第２位、ドイツが 9.1％で第３位、中国が 7.2％で第４位になっている。 
 実質的に世界一の船舶所有となっている日本で、高い地位を占めているのが「今治船主」（愛
媛船主）である。今治の海航船主は 60 事業者（船籍では 85.5％がパナマ）で 830 隻を所有す
る。従業員数人の零細な家族経営の形をとっているが、コンテナ船、貨物船、タンカーなど多
岐にわたって所有しており、資産価値の合計は２兆円を超えている。日本の海運会社が運航す
る約 2,700 隻の外航船のうち約３割は今治船主が貸している。「今治船主」の外航船数は 485 隻
であったから 10 年間で倍増しており、地元のタオル業者、鉄工所、パチンコ店、船舶部品メー
カーなど異業種からの参入が相次いだ（以上、「朝日新聞 GLOBE」2012 年１月 25 日） 
 零細事業者が数十億円の船を何隻ももつことを可能にしているのが、「愛媛方式」と呼ばれる
独特の商習慣である。地元の造船会社が、船の持ち主に対して、船の建造代金の分割払いを認
め、地元銀行が融資でこれを支えてきた（グラフ３参照）。船１隻を所有する船主が、船を担保
に融資を受け、10 隻船主に成長してゆくというパターンである。2000 年代後半に「今治船主」
の新規参入や所有隻数が増加したのは、海運大手が自社で持つ船だけでは足りなくなり、船主
が船を貸す際に受け取る「用船料」や中古船の売却時の価格が高騰、所有している船の資産価
値が高騰、担保価値が上昇したことによる。さらに市場での格付けを気にする海運大手が、借
金を減らすために、船の自社保有から船主から借りる方針に切り替えたことも追い風になった
といわれている（以上、「朝日新聞 GLOBE」2012 年１月 25 日）。 
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 円高基調の下で、他の造船大手が設備投資を手控えたり、他の製造分野へ重点をシフトする
中で、今治造船のような今治市の造船会社が内需指向型の専業メーカーとして成長を続けられ
た重要な要因は図３の点線内ような地域の支え合いがあったからである。韓国や中国の造船会
社から購入した方が安価であったとしても、「今治船主」は分割払いと銀行融資という方式を利
用できないからである。 
 私見を述べれば、この方式であっても世界景気と円高の影響を受けないわけではない。船主
が融資を受ける担保価値としての用船代はドルベースで決まる。一方、地元銀行への返済は円
ベースの世界である。ヨーロッパ金融危機を契機とする先進国の景気下降の影響は、成長著し
い中国、インド、ベトナムなどの新興国にも及びつつある。国際通貨基金は 2012 年１月 24 日、
2012 年と 2013 年の世界の実質経済成長率見通しを下方修正している。2012 年の世界の実質成
長率を 2011 年９月の前回発表から 0.7 ポイント引き下げて 3.3％、先進国は 0.7 ポイント引き
下げて 1.2％、新興国は 0.7 ポイント引き下げて 5.4％、うち中国は 0.8 ポイント引き下げて 8.2％
と見通している。 
グラフ３ 愛媛船主と海運関連業界の関連 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：「朝日新聞 GLOBE」2012 年１月 25 日 
